


－地域創生・人口減少
対策本部「中間報告」
について－ 
 福島県では、人口減
少が進行する中、東日
本大震災・原発事故等
による問題の深刻化な
どを踏まえ、今後、人
口減少を克服し、全庁
一体となって地域の活
性化を加速させていく
ため、平成２６年１２
月、「地域創生・人口
減少対策本部」を立ち
上げました。 
  
 

30年後 
の 

将来像 

  
 子育て世代に優しい社会が実現するとともに、多様な生き方 
が社会に受容されています。 
 地域社会は、子どもの明るい笑顔と活気にあふれています。 
 

 
 
 
 

   ●代表的な取組の進捗状況 

人口流出（社会動態） 

H2５実績値  
9,799 人 

 ●代表的な取組や指標の進捗状況 

【指標】 

 
 

 
【介護保険サービスの提供体制の整備に関する
取組】 
◆地域包括支援センター職員等に対する研修を
行うことに 
 より資質の向上を図りセンター機能強化を支
援しています。 

 
 
 「福島県職員男女参画推進行動計画」に基
づき、子どもを育てやすい環境づくりに取り
組むとともに、新たな助成制度を加えた次世
代育成支援企業認証制度等により、県内企業
に対して働きやすい職場環境づくりの普及啓
発を進めます。 

県の対応 

昨年度の総合計画審議会からの意見
（概要） 
 子どもを育てやすい環境をつくるた
めに、まずは県が自ら男性の育休に率
先して取り組むなどして、県内企業を 
リードしていくとともに、特典や優遇
措置を講じて優良企業を支援する必要
がある。 

○ ２０～３０代の女性は、妊娠・出産等のライフイベントと仕事との両立という問題に 
 直面することがあり、健康な体つくりや妊娠・出産等の知識の普及と職場等の理解促進 
 を図ることが必要である。 
○ 女性活躍にはワーク・ライフ・バランスの実現、長時間労働の解消と男性の育児等へ 
 の参画が不可欠である。   

●現状の分析・改善等が必要な項目 

○ 次世代育成支援企業においては、建設業関係の企業が多く、業種の偏り 
 が見られるため、今後も広く制度の周知を行います。 
○ これまでのワーク・ライフ・バランスの普及啓発に加え、「パパの育児 
 休業奨励金」の周知に努め男性の育児休業取得率向上を図ります。 

●今後の方向性 

 
 

 審議の結果〈別紙１〉意見書のとおり、意見が取りまとめられ、意見具申されることと 
なった。 
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○次世代育成支援企業 
・福島県が認証している、仕事と育児の両立支援に 
 積極的に取り組む企業 
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２ 今年度の審議について 

（１）審議結果 

（２）審議会委員 

大橋 信夫 福島県農業協同組合中央会会長 

加藤 卓哉 福島民友新聞株式会社論説委員長 

加藤 憲郎 福島県町村会会長 

轡田 倉治 福島県商工会連合会会長 

久保 美由
紀 

会津大学短期大学部社会福祉学科准
教授 

小林 清美 
一般財団法人福島県婦人団体連合会
会長 

塩谷 弘康 福島大学行政政策学類教授 

瀬田 弘子 有限会社会津六名館取締役 

高瀬 佳苗 福島県立医科大学看護学部教授 

高谷 雄三 一般社団法人福島県医師会会長 

立谷 秀清 福島県市長会会長 
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福島大学人間発達文化学類教授 
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福島県漁業協同組合連合会代表理事
会長 

馬場 久一 福島県森林組合連合会理事 

早矢仕 恵
子 

ふたばグリーンレディスネットワーク2000
代表 

伴場 賢一 
公募委員（Bridge For Fukushima 代表理
事） 

東 之弘 いわき明星大学科学技術学部教授 

樋口 葉子 
ふくしま子育て支援ネットワーク代表世話
人 

土方 吉雄 日本大学工学部准教授 

前澤 由美 
公募委員（いわき緊急サポートセンター 理事
長） 

芳見 弘一 株式会社福島民報社編集局長 

和田 佳代
子 

いわき地域環境科学会副会長 

渡邊 博美 福島県商工会議所連合会会長 

今年度の総合計画進行管理の流れについて 

平成２７年 ６月 ９日  福島県総合計画審議会 
             ・総合計画進行管理・復興計画見直し部会の設置を決定 
 
平成２７年 ７月 ２日  地域懇談会（県内７地域） 
     ～８月 ４日    ・人口減少対策～若い世代の地元定着・地元回帰のために 
              必要な取組について 
             ・地域の現状・課題 、今後必要な施策・取組の方向性について 
 
平成２７年 ９月 ３日  総合計画進行管理・復興計画見直し部会 
               ・総合計画の進行管理について 
                            
平成２７年１０月１９日  福島県総合計画審議会 
                               ・総合計画・復興計画の取組状況に関する二次評価 
                                        （意見素案等）の審議 
             
平成２７年１２月１１日  知事へ意見具申 
 
平成２７年１２月２５日  新生ふくしま復興推進本部会議において、 
             県の対応方針を決定（予定） 
 
平成２８年 ２月（予定）   総合計画審議会において、当初予算への反映状況を報告  

２ 今年度の審議について 
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３ 「県の対応方針の決定」について 

新生ふくしま復興推進本部会議において、県の対応方針を決定する。 
（1２月下旬を予定）  

〈別紙２〉対応方針（案）参照 
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